
財政経営部 財政課 

 

第１ 監査の概要 

 １ 監査の種類    定期監査（財務監査・行政監査） 

 ２ 監査の対象 

対象部局    財政経営部 財政課 

対象年度    令和７年度 

対象事項    財務事務等 

３ 監査の実施場所及び監査期間 

実施場所    四日市市役所 監査委員室 

監査期間    令和８年６月３日 

 ４ 監査の主な実施内容 

四日市市監査基準に基づき、監査対象部局への聞き取り調査や過去の監査結果を踏まえて、

事務事業に内在するリスクを想定し、リスク発生の可能性や発現時の影響度の観点からリス

ク評価を行うとともに、財務その他の事務の執行及び経営に係る事業の管理が法令等に適合

し、正確で、最少の経費で最大の効果を挙げているか、その組織及び運営の合理化に努めて

いるかなどについて、関係帳簿・書類の抽出調査、実査及び監査資料に基づく関係職員への

質問等の方法により監査を行った。 

 

第２ 監査対象の概要 

   財政経営部財政課の主な業務内容及び職員数（令和８年４月１日現在）は、次のとおりであ

る。 

【財政課】 

財政経営部 

職員 ２人 

 

財政課 

職員１１人 

会計年度任用 １人 

（１）財政計画の策定に関すること。 

（２）予算の編成及び執行調整に関すること。 

（３）資金の調達、計画及び運用に関すること。 

（４）起債に関すること。 

（５）地方交付税に関すること。 

（６）財政状況の公表及び調査に関すること。 

（７）財政調整基金、都市基盤・公共施設等整備基金、アセッ

トマネジメント基金、減債基金、まちづくり事業基金及

び市立四日市病院整備基金に関すること。 

（８）部及び課の庶務に関すること。 

（職員１３人、会計年度任用職員１人） 
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第３ 監査の着眼点 

 １ 想定されるリスクからの着眼点 

事務事業におけるリスクについて、事前調査でのリスク評価や監査対象部局への聞き取り等

により、次のとおり着眼点を設定した。 

（１）リスク評価チェックリストの検証 

 （２）職員のワーク・ライフ・バランスの確保や健康を阻害するリスク 

 （３）職員配置におけるリスク 

 （４）各所属の適正な予算編成や予算執行事務における内部統制上のリスク 

 

２ ３Ｅ（経済性、効率性、有効性）・合規性等の視点からの着眼点  

事務事業の合規性や正確性のみならず、経済性、効率性、有効性等の視点から着眼点を設定

した。 

 

第４ 監査結果 

  上記の着眼点に基づき監査を行った結果、次のとおり、内在するリスクや事務の一部に是正

又は改善を要するものなどが見受けられた。今後の事務執行にあたっては、これらに十分留意

するとともに、その措置を講じるよう要望する。 

  なお、措置を講じたときは、遅滞なく報告されたい。 

 

１ 想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査の結果 

（１）リスク評価チェックリストの検証（別表参照） 

リスク評価調査においては、基金、組織・人員等において点数が高く、全体的にリスク

は平均的な評価となった。事前調査の結果、文書管理について一部事務処理誤りが見受け

られた。 

 

 （２）職員のワーク・ライフ・バランスの確保や健康を阻害するリスク 

   ◆ワーク・ライフ・バランスを推進するため、業務の効率化や休暇取得の促進、時間外勤務

の縮減等の職員の働き方の改善がなされているか。 

 

リスク発現への予防策・リスクの発現状況 

時間外勤務対象職員８人全員が厚生労働省の定める過労死等労災認定基準（*1）を

上回る時間外勤務を行っており、また年間３６０時間を超える時間外勤務（*2）とな

っていた。 

*1 過労死等労災認定基準：発症前１か月間に概ね１００時間又は発症前２か月間ないし    

６か月間にわたって、１か月あたり概ね８０時間を超える時間外労働を過重業務の評価の目安

としている。 

*2 「四日市市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則」において、１年の時間外勤務の上

限は、原則として３６０時間以内と規定されている。 
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指 摘 

   厚生労働省の定めている過労死等労災認定基準を上回る勤務状況が発現し、時間外

勤務が年間３６０時間を大幅に超えていた。 

業務スケジュールの見直しやデジタル技術の活用等による業務効率化に取り組んで

いるところであるが、所属長は職員の時間外勤務状況の分析を行い、職員配置や業務

効率化等により、時間外勤務の縮減に積極的に取り組み、過労死等労災認定基準を上

回る状況の解消を実現すること。時間外対象職員全員が過労死等労災認定基準を超え

ている現状を重く受け止め、職員の身体的及び精神的負担が過重にならないよう配慮

すること。 

また、働きやすい職場環境づくりをはじめとした働き方改革を推進し、職員のワー

ク・ライフ・バランスの充実を図ること。 

  

意 見 

   専門的な知識が必要とされる所属であるため、過去に財政課に在籍していた職員の

協力を得るなど、職員の負担軽減に繋がる方法を検討すること。 

 

 （３）職員配置におけるリスク 

   ◆勤続３年未満の職員が５割以上を占めているが、業務を行うにあたって技術・知識の継承

などは適切に行われているか。 

 

リスク発現への予防策・リスクの発現状況 

   例年新任職員には基礎となる研修を受講させており、中堅職員にもステージに応じ

てスキルアップのための研修を取り入れている。 

時間外勤務を縮減するために予算担当替えを抑制しているが、担当部局特有の事柄

について引継書を作成し、紙資料にも書き込みを残しており、漏れがないように対応

している。業務にかかる技術・知識については、担当部局に関わらず、継続して業務

に携わることで養われるものであり、予算担当替えを抑制している影響は少ないと考

えているとのことである。 

  

意 見 

 ① 予算担当替え抑制の取り組みを検証し、職員が幅広い知識を得る機会を確保しつつ

人材育成に取り組むこと。 

 ② ＥＢＰＭ（証拠に基づく政策立案）の重要性を認識し、職員間で共有できるよう、

十分に留意して指導を行うこと。 
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 （４）各所属の適正な予算編成や予算執行事務における内部統制上のリスク 

 ◆予算編成や予算執行等について、全庁的な内部統制は行われているか。 

 

リスク発現への予防策・リスクの発現状況 

       毎年４月に実施する出納会計事務実務研修会において、財政課合議の専決区分や債

務負担行為の扱い、流用の制限などを説明するとともに、頻発する誤りについて注意

喚起を促し、予算執行伺等の合議の際には、各課担当者に対して財政規律を維持して

いく立場から、予算・決算に関する適切な事務処理について助言を行っている。 

       また、令和５年度から市ホームページへ新たに補正予算書の掲載を行うとともに、

庁内掲示板で周知している。 

  

２ ３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果 

意 見 

     ① 内部事務管理について【合規性の視点】 

内部事務の基本的な部分で、軽微な事務処理誤りが見受けられた。所属長は、定め

られたルールに基づく事務執行の意識を職員に定着させるとともに、発生し得るリス

クを認識させ、内部事務管理の徹底を図り、主管課として部内に範を示すよう適正に

事務を執行すること。また、日常的な確認事項を定型化するなど、適正な事務処理と

その確認が確実に行える体制の整備に取り組むこと。加えて、所属長は決裁権者や出

納員としての自らの責任をあらためて認識し、適正に決裁を行うこと。 

     ② 財政運営について【有効性の視点】 

       ア 基準外の繰り出しについて、繰り出しを行う目的や基準を財政課として明確に定

め、支出の適切な管理を徹底すること。また、基準外繰り出しを行う場合には、市

民の理解を得られるよう丁寧な説明に努めること。 

      イ 市債残高が増加傾向となる見通しについて、いたずらに市民の不安を招かないよ

う、財政指標を提示するなど丁寧な説明を行うこと。また、市債残高の増加につい

ては、計画に基づき、適正な範囲で管理を行うこと。 

③ 予算要求における取り組みについて【有効性の視点】 

ア 当初予算要求のスケジュールを前倒しした場合は、財政課だけでなく、各所属の

時間外勤務状況などを分析し、その影響を把握すること。  

イ 当初予算要求はすべての歳入・歳出を見込んだ年間の総合的な通常予算としての

要求であることを各所属に認識させることで、できる限り当初予算を正確なものと

し、補正予算の計上が抑制されるよう努めること。 

     ④ 負担金の適正執行の推進について【経済性の視点】 

財政課だけでなく各所属が支出する負担金について、相手先の繰越金が多い場合は

減額等の提言が行えないか確認している。全庁的な統制部局として、引き続き負担金

の適正執行に関する各所属の意識醸成に取り組むこと。 
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財政経営部 行財政改革課 

 

第１ 監査の概要 

 １ 監査の種類    定期監査（財務監査・行政監査） 

 ２ 監査の対象 

対象部局    財政経営部 行財政改革課 

対象年度    令和７年度 

対象事項    財務事務等 

３ 監査の実施場所及び監査期間 

実施場所    四日市市役所 監査委員室 

監査期間    令和８年５月２８日 

 ４ 監査の主な実施内容 

四日市市監査基準に基づき、監査対象部局への聞き取り調査や過去の監査結果を踏まえて、

事務事業に内在するリスクを想定し、リスク発生の可能性や発現時の影響度の観点からリス

ク評価を行うとともに、財務その他の事務の執行及び経営に係る事業の管理が法令等に適合

し、正確で、最少の経費で最大の効果を挙げているか、その組織及び運営の合理化に努めて

いるかなどについて、関係帳簿・書類の抽出調査、実査及び監査資料に基づく関係職員への

質問等の方法により監査を行った。 

 

第２ 監査対象の概要 

   財政経営部行財政改革課の主な業務内容及び職員数（令和８年４月１日現在）は、次のとお

りである。 

【行財政改革課】 

行財政改革課 

職員５人 

 

（１）行財政改革の推進に関すること。 

（２）新地方公会計制度に関すること。 

（３）指定管理者制度に関すること。 

（４）課の庶務に関すること。 

 

第３ 監査の着眼点 

 １ 想定されるリスクからの着眼点 

事務事業におけるリスクについて、事前調査でのリスク評価や監査対象部局への聞き取り等

により、次のとおり着眼点を設定した。 

（１）リスク評価チェックリストの検証 

 （２）職員のワーク・ライフ・バランスの確保や健康を阻害するリスク 

 （３）指定管理者制度におけるリスク 

 （４）市の公表する書類及び資料におけるリスク 
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２ ３Ｅ（経済性、効率性、有効性）・合規性等の視点からの着眼点  

事務事業の合規性や正確性のみならず、経済性、効率性、有効性等の視点から着眼点を設定

した。 

 

第４ 監査結果 

  上記の着眼点に基づき監査を行った結果、次のとおり、内在するリスクや事務の一部に是正

又は改善を要するものなどが見受けられた。今後の事務執行にあたっては、これらに十分留意

するとともに、その措置を講じるよう要望する。 

  なお、措置を講じたときは、遅滞なく報告されたい。 

 

１ 想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査の結果 

（１）リスク評価チェックリストの検証（別表参照） 

リスク評価調査においては、所属の主要な事務事業等点数が高いものがあるが、全体的

にリスクは低い評価となった。事前調査で確認した限りにおいては、概ね適正に事務処理

がなされていた。 

 

 （２）職員のワーク・ライフ・バランスの確保や健康を阻害するリスク 

   ◆ワーク・ライフ・バランスを推進するため、業務の効率化や休暇取得の促進、時間外勤務

の縮減等の職員の働き方の改善がなされているか。 

 

リスク発現への予防策・リスクの発現状況 

年間３６０時間を超える時間外勤務（*）を行った職員はいなかった。所属全体の

時間外勤務の月平均も９．５時間と低い水準に抑えられていた。 

*「四日市市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則」において、１年の時間外勤務の上限は、

原則として３６０時間以内と規定されている。 

 

 （３）指定管理者制度におけるリスク 

   ◆指定管理者を選定する際に応募者が単独になるなどして、競争性の確保ができない状態と

なっていないか。 

 

リスク発現への予防策・リスクの発現状況 

   指定管理者制度を更新する際には、施設所管課により現在の指定管理者にヒアリン

グや協議等を実施し、仕様の見直し等を図ってきたところである。しかし、現指定管

理者による単独応募が続くなど、競争性の確保が困難となっている事例も多い。その

ため、令和７年３月に指定管理者制度運用ガイドラインの改定を行い、サウンディン

グ調査にて現指定管理者以外の事業者からも幅広く情報収集を行うことを必須とし、

募集要項や仕様書、指定管理料の設定に反映することで魅力的な指定管理者制度とな

り競争性が確保されるよう図られている。 
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    意 見 

     ① 今後、指定管理者の更新を迎えるすべての施設において、サウンディング調査によ

り収集した意見を募集要項へ確実に反映させ、指定管理者の選定における競争性を高

め、多様な事業者が広く参入できる環境の構築に努めること。併せて、調査実施に伴

う効果の検証に努めること。 

② 指定管理者を公募によらず、特定により選定する施設については、市民への説明責

任を果たすための客観的根拠を整理すること。 

 

    評 価 

       現指定管理者以外の事業者からも幅広く情報を集めるサウンディング調査は、選定

の競争性を高める上で非常に優れた取り組みであると言える。今後は継続実施により

選定の質が更に高まることを期待する。 

 

   ◆指定管理者を所管する所属が異なっていても共通する部分で統一的な対応を行うことがで

きているか。 

 

リスク発現への予防策・リスクの発現状況 

       統一的な対応が必要なものの一例としては、物価高騰に伴う指定管理料の精算処理

が該当するが、指定管理者と協議を行う際に所管課がそれぞれの考えで進めていては、

公平な対応が担保できない恐れがある。そのため、行財政改革課として考え方の統一

を図るとともに、文書決裁などを通じて、その運用や手続きの確認も行うこととして

いる。 

 

    意 見 

       予期せぬ物価高騰等、今後の社会情勢を見据えた指定管理料の精算について、財政

課と連携を図りながら、行財政改革課主導のもと各施設所管課による統一的な対応に

努めること。 

 

 （４）市の公表する書類及び資料におけるリスク 

 ◆統一的な基準による財務書類は適正に作成されているか。 

 

リスク発現への予防策・リスクの発現状況 

       統一的な基準による財務書類と官庁会計による決算書の双方の書類間で金額の矛盾

が生じた場合、公的な資料の信頼性が損なわれ、行政への不信感につながる可能性が

ある。そのため、複数の担当者による確認を実施し、適正な書類作成に努めている。

加えて、令和８年度に財務書類を作成する際には、生成ＡＩなどのデジタル技術を活

用した確認方法の検討に取り組むこととしている。 
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    意 見 

       統一的な基準による財務書類の作成にとどめることなく、その作成が受益者負担の

検討や施設の適正管理など、本市としての成果につながるよう、作成した財務書類の

具体的な活用方法についても、研究を推進すること。 

 

２ ３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果 

意 見 

     ① 地方公会計の職員への浸透について【有効性の視点】 

市の保有する資産の現在価値や耐用年数に対する老朽化の状況などを踏まえ、資産

の今後の方向性を検討するためには地方公会計における複式簿記の考え方が非常に有

効であり、各職員が地方公会計の考え方を適切に理解することが求められる。令和５

年度に導入した資産管理システムの運用を通じて、疑問点や各課特有の事例を整理し

てきたことから、今後は更なるシステム操作の習熟とともに、地方公会計の考え方の

理解を深める取り組みを行うこと。 

     ② 指定管理者制度について【有効性の視点】 

      ア 指定管理者制度の活用が有効に機能しているかを常に検証していくこと。併せ

て、各施設所管課によるモニタリング及び指導・監視が徹底されるよう、必要な指

導や助言を行っていくこと。 

      イ 指定管理業務におけるモニタリングレポートについては、すべての項目において

漏れなく作成及び確認を行う体制を徹底すること。併せて、作成自体が目的化する

ことなく、各施設所管課が同レポートを業務改善のツールとして有効に活用できる

よう、適切な助言及び指導を継続的に行っていくこと。 

      ウ 指定管理者へ公の施設の管理権限を委任しても、業務の遂行や安全性についての

最終責任は、施設の設置者である市にあることを各施設所管課へ周知・徹底するこ

と。また、年度協定書や仕様書等の記載内容に齟齬が生じないよう、各施設所管課

への指導・点検を徹底すること。 

     ③ 公共施設のあり方について【有効性の視点】 

       公共施設の統廃合を進める際には、所管課が市民に対して論理的かつ合理的な説明

を行えるよう、行財政改革の視点から支援を行うこと。 

     ④ 生成ＡＩを活用した業務効率化の推進について【有効性の視点】 

       近年、生成ＡＩをはじめとするデジタル技術は急速に進歩している。時間外勤務の

縮減が全庁的な課題である中、生成ＡＩの活用拡大に向けて関係所属と連携しつつ、

四日市市行政改革プラン２０２６に掲げられているデジタル技術の活用による課題解

決や、更なる業務の適正化・効率化を図ること。 

     ⑤ クロスメンター制度の導入について【有効性の視点】 

       クロスメンター制度の実施にあたっては、職員のニーズを十分に調査・把握し、実

際の需要に即した効果的な仕組みとなるよう制度構築を図ること。 
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財政経営部 資産マネジメント課 
 

第１ 監査の概要 

 １ 監査の種類    定期監査（財務監査・行政監査） 

 ２ 監査の対象     

対象部局    財政経営部 資産マネジメント課 

対象年度    令和７年度 

    対象事項    財務事務等 

３ 監査等の実施場所及び監査期間 

実施場所    四日市市役所 監査委員室 

監査期間    令和８年５月２７日 

 ４ 監査の主な実施内容 

四日市市監査基準に基づき、監査対象部局への聞き取り調査や過去の監査結果を踏まえて、

事務事業に内在するリスクを想定し、リスク発生の可能性や発現時の影響度の観点からリス

ク評価を行うとともに、財務その他の事務の執行及び経営に係る事業の管理が法令等に適合

し、正確で、最少の経費で最大の効果を挙げているか、その組織及び運営の合理化に努めて

いるかなどについて、関係帳簿・書類の抽出調査、実査及び監査資料に基づく関係職員への

質問等の方法により監査を行った。 

 

第２ 監査対象の概要 

   財政経営部資産マネジメント課の主な業務内容及び職員数（令和８年４月１日現在）は、

次のとおりである。 

 【資産マネジメント課】 

資産マネジメント課 

    職員７人 

会計年度任用４人     

 

（１）市有財産の総括事務に関すること。 

（２）普通財産の管理及び処分に関すること。 

（３）市有財産の保険及び共済に関すること。 

（４）公共用地の取得に係る連絡調整に関すること。 

（５）不動産登記事務に関すること。 

（６）借地、借家及び借料に関すること。 

（７）市有林の管理及び処分に関すること。 

（８）財産区に関すること。 

（９）土地開発基金に関すること。 

(10) 総合会館に関すること。 

(11) 本町プラザに関すること。 

（12）新丁ひろば駐車場に関すること。 
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（13）庁舎及び附属施設の維持管理並びに軽易な修繕に関する

こと。 

（14）電気、空調設備等諸設備の維持管理及び軽易な修繕に関

すること。 

（15）包括施設管理に関すること。 

（16）電話交換に関すること。 

（17）庁中取締り及び防火管理に関すること。 

（18）共用自動車の管理及び配車管理に関すること。 

（19）自動車（他課等所属の自動車を除く。）の修繕及び車体

検査に関すること。 

（20）自動車（他課等所属の自動車を除く。）の点検、整備及

び車庫の管理等に関すること。 

（21）庁用自動車の運転資格の認定に関すること。 

（22）共用自動車の運行月報に関すること。 

（23）自動車重量税に関すること。 

（24）課の庶務に関すること。 

（25）アセットマネジメント事業の取りまとめに関すること。 

                        

第３ 監査の着眼点 

 １ 想定されるリスクからの着眼点 

   事務事業におけるリスクについて、事前調査でのリスク評価や監査対象部局への聞き取り等

により、次のとおり着眼点を設定した。 

  （１）リスク評価チェックリストの検証 

（２）職員のワーク・ライフ・バランスの確保や健康を阻害するリスク 

（３）行政財産の使用料や普通財産の貸付料の算定や免除におけるリスク 

（４）再委託に係る承認・決裁書類に不備が生じるリスク 

（５）公有財産の全庁的な把握等におけるリスク 

（６）公有財産実査の実効性におけるリスク 

 

２ ３Ｅ（経済性、効率性、有効性）・合規性等の視点からの着眼点 

事務事業の合規性や正確性のみならず、経済性、効率性、有効性等の視点から着眼点を設定

した。 

   

第４ 監査結果 

  上記の着眼点に基づき監査を行った結果、次のとおり、内在するリスクや事務の一部に是

正又は改善を要するものなどが見受けられた。今後の事務執行にあたっては、これらに十分留

意するとともに、その措置を講じるよう要望する。 

  なお、措置を講じたときは、遅滞なく報告されたい。 
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１ 想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果 

（１）リスク評価チェックリストの検証（別表参照） 

リスク評価調査においては、支出事務、契約事務、財産管理事務、組織・人員等におい

て点数が高く、全体的にもリスクは高い評価となった。事前調査の結果、支出事務につい

て、一部事務処理誤りが見受けられた。 

 

（２）職員のワーク・ライフ・バランスの確保や健康を阻害するリスク 

◆ワーク・ライフ・バランスを推進するため、業務の効率化や休暇取得の促進、時間外勤務

の縮減等の職員の働き方の改善がなされているか。 

 

リスク発現への予防策・リスクの発現状況 

時間外勤務対象職員５人のうち、３人が年間３６０時間を超える時間外勤務（*）

を行っていた。 

*「四日市市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則」において、１年の時間外勤務の上限は、 

原則として３６０時間以内と規定されている。 

 

意 見  

時間外勤務が年間３６０時間を超える職員が見受けられた。所属長は、職員の時間

外勤務状況の分析を行い、職員配置や業務分担の見直し、デジタル技術の活用等によ

る業務効率化等により、時間外勤務の縮減に取り組むとともに、働きやすい職場環境

づくりをはじめとした働き方改革を推進し、職員のワーク・ライフ・バランスの充実

を図ること。 

時間外勤務の要因のうち、令和７年度に移管された四日市市公共施設包括管理業務

委託に関連する業務については、今後も継続して負担がかかることが見込まれる。時

間外勤務の内容を分析し、業務の平準化やＤＸ化を進めること。 

 

（３）行政財産の使用料や普通財産の貸付料の算定や免除におけるリスク 

◆行政財産の使用料や普通財産の貸付料の算定や免除が、例規に基づいて適切に行われてい

るか。 

 

リスク発現への予防策・リスクの発現状況 

行政財産の使用にあたっては、四日市市使用料及び加入金の徴収に関する条例に基

づき、使用者は四日市市に使用料を納付する必要があり、その金額は同条例第３条に

基づいて決められている。また、普通財産については、四日市市公有財産規則に基づ

き、貸付を受ける者は四日市市に貸付料を納付する必要があり、その金額は、無償で

貸し付ける場合又は一般競争入札等により貸し付ける場合を除き、同規則第１３条に

基づいて決められている。 

実際の使用許可や貸付においては、その目的や内容を検討の上、例規に基づいて適

正な金額となるよう努めている。 
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意 見  

① 使用料免除の判断は四日市市使用料及び加入金の徴収に関する条例第５条に基づい

ており、決裁時に具体的な理由を記載するとのことであるが、引き続き明確な判断基

準の記録に努めること。 

② 市有財産（道水路以外の土地）を電柱等の敷地として使用させる場合の貸付料につ

いて、金額の根拠としている総務部長通知を発してから年数が経過し、時代に合わな

くなっていることから、現状に合わせて再度通知すること。 

 

（４）再委託に係る承認・決裁書類に不備が生じるリスク 

◆四日市市が行う業務委託においては、契約書において、契約業務の受託者は、あらかじめ

本市の承諾がある場合を除き、当該契約による業務を第三者に再委託し、又は請け負わせ

てはならないと規定されている。再委託等を行う場合には、本市の承諾を得ているか、ま

たその証拠書類は適切に整備されているか。 

 

リスク発現への予防策・リスクの発現状況 

四日市市文化まちづくり財団に対する令和７年度市有土地管理業務委託に当たり、

受託者５者から再委託届が提出されていた。一方、本市側においては、当該再委託に

ついて、承諾の可否を判断した経過が確認できる決裁書類が備え置かれていなかった。 

 

意 見  

再委託が行われる場合には、本市の承諾が必要であり、その承諾の可否を適切に判

断するとともに、再委託理由の確認や選定手続の妥当性検討の履歴などを含む証拠書

類をしっかりと整備・保存すること。これらの手続きは、委託契約書の雛形や業務委

託契約の再委託ガイドラインで規定されており、漏れなく運用されるよう確認するこ

と。仮に、係争案件になる事態が生じたとしても抗弁ができるよう、書類を適切に備

えること。 

 

（５）公有財産の全庁的な把握等におけるリスク 

◆資産マネジメント課は、公有財産について、全庁的な把握及び各所属に対する手続きの指

導を行っているが、財産の把握や手続きの指導が適切に行われているか。 

 

リスク発現への予防策・リスクの発現状況 

資産マネジメント課は、各年度各所属から９月末現在及び３月末現在における公有

財産の状況を「公有財産調書」として提出を受け、全庁的な公有財産台帳を更新して

いる。 

また、庁内電子掲示板の「適正事務の手引き」に「公有財産の適正な管理について」

を掲示し、公有財産の取得・所管換・用途廃止・処分・使用許可等の必要な手続きを

示し、添付する各報告書の様式に記載例を添付するなど適切な財産管理に努めている。 
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（６）公有財産実査の実効性におけるリスク 

◆資産マネジメント課は、公有財産の実査について、各所属に対して適切に手続を指導して

いるか。 

 

リスク発現への予防策・リスクの発現状況 

公有財産の実査については、所管する所属は、年度内に１回以上の実査を行い、そ

の記録を文書として保存することとされている。 

また、年度内に１回以上の実査を行うことが業務に支障を来す等のやむを得ない事

情がある場合には、所属において複数年度にわたる適正なスケジュールを作成し、計

画的に実査を実施することとされている。 

しかし、実査の実施時期、抽出基準及び検証方法は所管課の判断に委ねられている。

このため、多くの公有財産を所有する所属において３月末日の１日のみで、公有財産

の全件実査を担当者１名が実施し、所属長の承認を得ている事例が見受けられる。 

 

意 見 

所管課の実査が実効性のある結果につながるとともに、所属ごとにばらつきが生じ

ないよう、実査の目的、実施時期、抽出基準及び実施手続を具体的に定めた指針の提

供を検討すること。また、実査が複数年度にわたる場合には、資産マネジメント課が

主導して実査計画の提出を求めるとともに、現場の状況を写真で記録するなど、実査

の確実性向上及び住民への説明責任を果たすための取り組みについても検討すること。 

 

２ ３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果 

意 見 

① 内部事務管理について【合規性の視点】  

内部事務の基本的な部分で、いくつかの事務処理誤りが見受けられた。その要因は、

職員の知識不足や単純なミスといった処理上の問題にとどまらず、所属内での確認・

牽制体制が十分に機能していないことにある。 

所属長は定められたルールに基づいた事務執行の意識を職員に定着させるとともに、

発生し得るリスクを認識させ、内部事務管理の徹底を図ること。また、日常的な確認

事項を定型化するなど、適正な事務処理とその確認が確実に行える体制の整備に取り

組むこと。加えて、所属長は決裁権者や出納員としての自らの責任をあらためて認識

し、適正に決裁を行うこと。 

② 公有財産台帳の様式について【合規性の視点】 

資産管理システムから出力される様式と四日市市公有財産事務取扱規程に定める様

式との整合性が確保できるよう、公有財産台帳様式の整理を速やかに行うこと。 

③ 公用車等保有資産の効率的な管理について【効率性の視点】 

公用車における一元管理車両と各所属の保有車両の構成については、稼働率を考慮

するとともに、ＡＩなども活用して効率的な運用体制となるよう取り組むこと。また、

車両以外の保有資産の効率的な管理についても様々な手法を検討すること。 
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財政経営部 市民税課 

第１ 監査の概要 

 １ 監査の種類    定期監査（財務監査・行政監査） 

 ２ 監査の対象     

対象部局    財政経営部 市民税課 

対象年度    令和７年度 

    対象事項    財務事務等 

３ 監査等の実施場所及び監査期間 

実施場所    四日市市役所 監査委員室 

監査期間    令和８年６月３日 

 ４ 監査の主な実施内容 

四日市市監査基準に基づき、監査対象部局への聞き取り調査や過去の監査結果を踏まえて、

事務事業に内在するリスクを想定し、リスク発生の可能性や発現時の影響度の観点からリス

ク評価を行うとともに、財務その他の事務の執行及び経営に係る事業の管理が法令等に適合

し、正確で、最少の経費で最大の効果を挙げているか、その組織及び運営の合理化に努めて

いるかなどについて、関係帳簿・書類の抽出調査、実査及び監査資料に基づく関係職員への

質問等の方法により監査を行った。 

 

第２ 監査対象の概要 

   財政経営部市民税課の主な業務内容及び職員数（令和８年４月１日現在）は、次のとおりで

ある。 

 【市民税課】 

市民税課 

   職員 ２人 

 

税務政策係 

職員 ４人 

会計年度任用 ５人 

 

（１）税務政策の企画及び調査に関すること。 

（２）税収資料の収集及び税務統計に関すること。 

（３）市税犯則事件に関すること。 

（４）市税に係る争訟に関すること。 

（５）固定資産評価審査委員会に関すること。 

（６）税関係書類の閲覧および証明に関すること。 

（７）市民税課、資産税課及び収納推進課の事務事業の調整に

関すること。 

（８）課の庶務に関すること。 

諸税係 

職員 ５人 

任期付職員 １人 

会計年度任用 ４人 

（１）法人市民税、軽自動車税、市たばこ税、入湯税及び事業

所税の調査、賦課及び調定に関すること。 

（２) 自動車臨時運行許可に関すること。 
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市民税第１係 

職員 ８人 

再任用職員 １人 

会計年度任用 １人 

市民税第２係 

職員１０人 

会計年度任用 ２人 

 

（１) 個人の市民税の調査、賦課及び調定に関すること。 

 

         （職員２９人、任期付職員１人、再任用職員１人、会計年度任用職員１２人） 

 

第３ 監査の着眼点 

１ 想定されるリスクからの着眼点 

   事務事業におけるリスクについて、事前調査でのリスク評価や監査対象部局への聞き取り等

により、次のとおり着眼点を設定した。 

  （１）リスク評価チェックリストの検証 

（２）職員のワーク・ライフ・バランスの確保や健康を阻害するリスク 

（３）賦課額の算定や通知を誤るリスク 

 

２ ３Ｅ（経済性、効率性、有効性）・合規性等の視点からの着眼点 

事務事業の合規性や正確性のみならず、経済性、効率性、有効性等の視点から着眼点を設定

した。 

   

第４ 監査結果 

  上記の着眼点に基づき監査を行った結果、次のとおり、内在するリスクや事務の一部に是正

又は改善を要するものなどが見受けられた。今後の事務執行にあたっては、これらに十分留意

するとともに、その措置を講じるよう要望する。 

  なお、措置を講じたときは、遅滞なく報告されたい。 

 

１ 想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査結果 

（１）リスク評価チェックリストの検証（別表参照） 

リスク評価調査においては、現金等管理、支出事務、契約事務、財産管理事務、組織・

人員等において点数が高く、全体的にもリスクは高い評価となった。事前調査の結果、契

約事務について、一部事務処理誤りが見受けられた。 

 

（２）職員のワーク・ライフ・バランスの確保や健康を阻害するリスク 

◆ワーク・ライフ・バランスを推進するため、業務の効率化や休暇取得の促進、時間外勤務

の縮減等の職員の働き方の改善がなされているか。 

 

リスク発現への予防策・リスクの発現状況 

時間外勤務対象職員２５人のうち、８人が厚生労働省の定める過労死等労災認定基

準（*1）を上回っており、また年間３６０時間を超える時間外勤務（*2）となってい
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た。 

*1 過労死等労災認定基準：発症前１か月間に概ね１００時間又は発症前２か月間ないし６か月

間にたって、１か月あたり概ね８０時間を超える時間外労働を過重業務の評価の目安としてい

る。 

*2 「四日市市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則」において、１年の時間外勤務の上限

は、 原則として３６０時間以内と規定されている。 

 

指 摘  

厚生労働省の定めている過労死等労災認定基準を上回る勤務状況が発現し、かつ特

定の職員の時間外勤務が恒常化しており、時間外勤務が年間３６０時間を超える職員

が見受けられた。所属長は、職員の時間外勤務状況の分析を行い、職員配置や業務分

担の見直し、デジタル技術の活用等による業務効率化等により、時間外勤務の縮減に

取り組み、過労死等労災認定基準を上回る状況の解消を実現すること。また、働きや

すい職場環境づくりをはじめとした働き方改革を推進し、職員のワーク・ライフ・バ

ランスの充実を図ること。 

税務業務の複雑さと習熟の困難さを踏まえ、業務内容を十分理解したうえで可能な

範囲でＤＸ化を進め、職員の負担軽減に努めること。繁忙期には兼務発令による課税

業務経験者の協力を得て支援体制を強化し、業務量の平準化を図ること。加えて、年

次有給休暇の計画的取得に努めること。 

 

（３）賦課額の算定や通知を誤るリスク 

◆賦課額の算定や通知の誤りは、納税義務者の納付する税額の誤りや課税情報の誤登録にと

どまらず、各種保険料並びに公的給付・サービスの給付額等の誤りにもつながる。賦課額

の算定や通知が法令や規則に従って正しく行われているか。 

 

リスク発現への予防策・リスクの発現状況 

令和７年６月において納税通知書印刷事業者に誤ったデータを提供したことにより、

市民税・県民税・森林環境税納税通知書（普通徴収）の発送遅延が発生した。原因と

して、印刷事業者からの指定により本来提供すべきデータとテストデータについて、

ファイル名を同一としていたため、誤りの発見が遅れた。今後の対策として、テスト

データ送信後に速やかにファイル名を変更し、本番データ送信時に誤送信が生じない

運用とした。 

 

意 見  

① 課税事務の誤りはあってはならず、発生件数ゼロを目指すこと。誤りの影響が外部

に及ばないようにすることが特に重要であり、組織内での点検や確認の精度を高める

努力を続けること。デジタル技術だけでなく、人の目や技術も活用し、誤りの防止に

向けて不断の努力を続けること。 

② 納税通知書の発送が遅延すると、税などの納付が遅れることにより行政が一時的に

資金不足に陥り、一時借入などに頼らざるを得ない状態が発生するおそれがある。納
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税は市民の信頼の上に成り立っていることを再認識し、同様の誤りを二度と起こさな

いよう徹底すること。 

 

２ ３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果 

意 見 

① 内部事務管理について【合規性の視点】  

内部事務の基本的な部分で、いくつかの事務処理誤りが見受けられた。その要因は、

職員の知識不足や単純なミスといった処理上の問題にとどまらず、所属内での確認・

牽制体制が十分に機能していないことにある。 

所属長は定められたルールに基づいた事務執行の意識を職員に定着させるとともに、

発生し得るリスクを認識させ、内部事務管理の徹底を図ること。また、日常的な確認

事項を定型化するなど、適正な事務処理とその確認が確実に行える体制の整備に取り

組むこと。加えて、所属長は決裁権者や出納員としての自らの責任をあらためて認識

し、適正に決裁を行うこと。 

② 職員の育成について【有効性の視点】 

課税業務を誤りなく遂行するためには、外部研修の受講などにより習得できる課税

業務の原則に関する知識のみならず、日常業務における経験の蓄積が重要である。担

当業務にとどまらず、市税全般や税務政策に関する知識を習得する機会を設けるなど、

人材育成に努めること。 
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財政経営部 資産税課 

 

第１ 監査の概要 

 １ 監査の種類    定期監査（財務監査・行政監査） 

 ２ 監査の対象 

対象部局    財政経営部 資産税課 

対象年度    令和７年度 

対象事項    財務事務等 

３ 監査の実施場所及び監査期間 

実施場所    四日市市役所 監査委員室 

監査期間    令和８年５月２８日 

 ４ 監査の主な実施内容 

四日市市監査基準に基づき、監査対象部局への聞き取り調査や過去の監査結果を踏まえて、

事務事業に内在するリスクを想定し、リスク発生の可能性や発現時の影響度の観点からリス

ク評価を行うとともに、財務その他の事務の執行及び経営に係る事業の管理が法令等に適合

し、正確で、最少の経費で最大の効果を挙げているか、その組織及び運営の合理化に努めて

いるかなどについて、関係帳簿・書類の抽出調査、実査及び監査資料に基づく関係職員への

質問等の方法により監査を行った。 

 

第２ 監査対象の概要 

   財政経営部資産税課の主な業務内容及び職員数（令和８年４月１日現在）は、次のとおりで

ある。 

【資産税課】 

資産税課 

職員 ２人 

 

管理償却資産係 

     職員 ６人 

会計年度任用 ４人 

（１）償却資産に係る評価及び賦課に関すること。 

（２）固定資産税及び都市計画税の調定に関すること。 

（３）国有資産等所在市町村交付金に関すること。 

（４）課の庶務に関すること。 

土地係 

     職員１１人 

会計年度任用 ３人 

 

（１）土地に係る評価及び賦課に関すること。 

 

家屋係 

     職員１０人 

再任用職員 １人 

会計年度任用 ６人 

（１）家屋に係る評価及び賦課に関すること。 

 

（職員２９人、再任用職員１人、会計年度任用職員１３人） 
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第３ 監査の着眼点 

 １ 想定されるリスクからの着眼点 

事務事業におけるリスクについて、事前調査でのリスク評価や監査対象部局への聞き取り等

により、次のとおり着眼点を設定した。 

（１）リスク評価チェックリストの検証 

 （２）職員のワーク・ライフ・バランスの確保や健康を阻害するリスク 

 （３）職員配置におけるリスク 

 （４）土地評価関係業務の委託に伴うリスク 

 （５）家屋評価事務の継承におけるリスク 

 

２ ３Ｅ（経済性、効率性、有効性）・合規性等の視点からの着眼点 

事務事業の合規性や正確性のみならず、経済性、効率性、有効性等の視点から着眼点を設定

した。 

 

第４ 監査結果 

  上記の着眼点に基づき監査を行った結果、次のとおり、内在するリスクや事務の一部に是正

又は改善を要するものなどが見受けられた。今後の事務執行にあたっては、これらに十分留意

するとともに、その措置を講じるよう要望する。 

  なお、措置を講じたときは、遅滞なく報告されたい。 

 

１ 想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査の結果 

（１）リスク評価チェックリストの検証（別表参照） 

リスク評価調査においては、所属の主要な事務事業、支出事務、契約事務、財産管理等

において点数が高く、全体的にリスクは平均的な評価となった。事前調査の結果、物品・

備品管理、人事管理について、一部事務処理誤りが見受けられた。 

 

 （２）職員のワーク・ライフ・バランスの確保や健康を阻害するリスク 

   ◆ワーク・ライフ・バランスを推進するため、業務の効率化や休暇取得の促進、時間外勤務

の縮減等の職員の働き方の改善がなされているか。 

 

リスク発現への予防策・リスクの発現状況 

時間外勤務対象職員２２人のうち、１人が厚生労働省の定める過労死等労災認定基

準（*1）を上回る時間外勤務を行っており、この１人を含む３人が年間３６０時間を

超える時間外勤務（*2）を行っていた。 

なお、過労死等労災認定基準を上回る時間外勤務を行った１人については、令和７

年９月に発生した大雨に伴う災害対応が主な要因である。 

*1 過労死等労災認定基準：発症前１か月間に概ね１００時間又は発症前２か月間ないし    

６か月間にわたって、１か月あたり概ね８０時間を超える時間外労働を過重業務の評価の目安

としている。 
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*2 「四日市市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則」において、１年の時間外勤務の上

限は、原則として３６０時間以内と規定されている。 

 

指 摘 

厚生労働省の定めている過労死等労災認定基準を上回る勤務状況が発現しており、

時間外勤務が年間３６０時間を超える職員が見受けられた。 

時間外勤務が同基準を上回る主な要因は災害対応であるものの、所属長は、職員の

時間外勤務状況の分析を行い、職員配置や業務分担の見直し、デジタル技術の更なる

活用等による業務効率化等により、時間外勤務の縮減に取り組むとともに、職員の生

命と健康を守る観点から、過労死等労災認定基準を上回る状況が生じないよう、今後

一層の配慮と対策を徹底すること。また、働きやすい職場環境づくりをはじめとした

働き方改革を推進し、職員のワーク・ライフ・バランスの充実を図ること。併せて、

管理職の時間外勤務についても、適切な管理及び把握に努めること。 

 

 （３）職員配置におけるリスク 

   ◆土地係は、正規職員１１人中、勤続年数３年以上の職員が１人（育児休業２人を除く）と

いう状況であるが、業務に支障が生じることはないか。 

 

リスク発現への予防策・リスクの発現状況 

   令和８年４月の人事異動により勤続年数３年以上の職員２人が転出となり、令和９

年４月の評価替えに向け、厳しい勤務状況ではある。しかしながら、土地係在籍歴の

長い職員の経験を十分活かすとともに、経験年数に合わせた各種研修を受講し、研修

受講後は課内研修や係会議等で研修内容のフィードバックを行い、職員間で知識の共

有化を図っている。また、外部委託である「固定資産評価総合支援業務委託」を活用

し、不動産鑑定士による専門的知見や、評価実務経験者から評価基準や判例を踏まえ

た知見の提供を受けることで、係員の専門性の向上を図り、適正な評価事務の遂行に

努めている。 

 

意 見 

   ３年に一度評価替えを実施する業務の性質上、一定の経験を有する職員が複数在籍

することが必要である。この課題を人事当局と共有し、再任用職員をはじめとした業

務に関する豊富な経験を有する職員の積極的な配置についても検討すること。 
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   ◆全職員中、会計年度任用（パートタイム）職員が約３割を占めている。適正課税に支障が

ないよう、正規職員との事務分担や正規職員からの指導は、どのように行っているか。 

 

リスク発現への予防策・リスクの発現状況 

   会計年度任用職員の主な業務は、職員が現地調査を行う前の準備やシステムへの情

報の入力及び窓口での対応業務である。窓口の対応については、原則、正規職員と二

人で対応するようにしているが、名寄帳の交付等は、会計年度任用職員でも対応可と

している。評価・課税の内容についての説明は、正規職員が行っている。家屋調査に

ついては、正規職員に同行することはあるが、評価に関する調査は正規職員が行い、

会計年度任用職員はそれ以外の一般的な税に関する説明を行っている。 

  

 （４）土地評価関係業務の委託に伴うリスク 

 ◆土地評価額の決定過程において、適切なチェック体制が確保されているか。 

 

リスク発現への予防策・リスクの発現状況 

       土地の評価替に際しては、市が約１，０００地点の標準宅地を選定し、その標準宅

地の鑑定を一般社団法人三重県不動産鑑定士協会へ委託している。その鑑定結果を基

に市が標準宅地価格を算定し、その標準宅地価格を基にした各路線価（案）の作成は、

一般競争入札により決定した土地評価業務の受託業者が行っている。市は作成された

路線価（案）を検証のうえ、市内の各路線価を決定し、その路線価を基に一筆ごとに

評価額を決定している。 

標準宅地価格については、不動産鑑定士、土地評価業務の受託業者、職員の３者に

よる意見交換及び協議の場を設けることで、評価の適正化を図っている。また、路線

価のチェックについては、職員が現地確認及び周辺との検証を行いながら、価格の妥

当性を確認している。個別筆の評価においては、判断が難しいケースは係内で共有し、

国の定める評価基準等に照らして慎重に検討することとしており、公平かつ適正な価

格決定に努めている。 

  

 （５）家屋評価事務の継承におけるリスク 

 ◆新型コロナウイルスの感染症対策として、立ち入り調査を行わず、図面等の資料確認によ

り行っていた家屋調査事務について、現在、適正な評価事務は継承できているか。 

 

リスク発現への予防策・リスクの発現状況 

       コロナ禍が収束し、外観調査、図面等の資料確認と合わせて、必要に応じて立ち入

り調査を行っている。家屋係においては、コロナ禍前から勤務する職員が引き続き在

籍しており、経験年数の短い職員に評価事務のノウハウを伝承し、育成する体制を整

備している。実際の家屋調査に当たっては、ベテラン職員が経験年数の短い職員に同

行し、適正かつ円滑な評価事務の遂行に努めている。 
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２ ３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果 

意 見 

     ① 内部事務管理について【合規性の視点】 

内部事務の基本的な部分において、いくつかの事務処理誤りが見受けられた。その

要因は、職員の知識不足や単純なミスといった処理上の問題にとどまらず、所属内で

の確認・牽制体制が十分に機能していないことにある。 

所属長は、定められたルールに基づく事務執行の意識を職員に定着させるとともに、

発生し得るリスクを認識させ、内部事務管理の徹底を図ること。また、日常的な確認

事項を定型化するとともに、ダブルチェックを徹底するなど、適正な事務処理とその

確認が確実に行える体制の整備に取り組むこと。加えて、所属長は決裁権者や出納員

としての自らの責任をあらためて認識し、適正に決裁を行うこと。 

     ② 税額更正の減少に向けた取り組みについて【有効性の視点】 

ア 令和７年度に発生した住宅用地特例の適用誤りに起因する税額更正について、１

件の誤りが判明した後に、同様の事案が他にないかを組織的に追加調査したこと

は、リスクマネジメントの観点からも適切な対応であると評価できる。引き続き、

土地係と家屋係が緊密に連携し、再発防止に向けて十分に注意を払うこと。 

      イ 土地と家屋の状況の変化をＡＩの活用により的確に把握する方法について、他市

の事例を研究し、税額更正件数の削減に努めること。 

     ③ 縦覧・閲覧制度、審査の申出制度の周知等について【有効性の視点】 

納税者が固定資産評価の適正性を理解した上で納税することが望ましいため、縦

覧・閲覧制度が十分に活用されるよう取り組むこと。また、固定資産評価審査委員会

に対する審査の申出制度について、開かれた制度となるよう、市民に対し十分に周知

を図ること。 

     ④ 「四日市市固定資産税等過納金返還支払要綱」の対象範囲について【有効性の視

点】 

要綱に基づく過納金返還の対象が土地・家屋に限定されているが、他市の事例等を

確認し、償却資産についても対象に含める必要があるかどうかを検討すること。 

 

 

 

 

 

 

-22-



 

財政経営部 収納推進課 

 

第１ 監査の概要 

 １ 監査の種類    定期監査（財務監査・行政監査） 

 ２ 監査の対象 

対象部局    財政経営部 収納推進課 

対象年度    令和７年度 

対象事項    財務事務等 

３ 監査の実施場所及び監査期間 

実施場所    四日市市役所 監査委員室 

監査期間    令和８年５月２７日 

 ４ 監査の主な実施内容 

四日市市監査基準に基づき、監査対象部局への聞き取り調査や過去の監査結果を踏まえて、

事務事業に内在するリスクを想定し、リスク発生の可能性や発現時の影響度の観点からリス

ク評価を行うとともに、財務その他の事務の執行及び経営に係る事業の管理が法令等に適合

し、正確で、最少の経費で最大の効果を挙げているか、その組織及び運営の合理化に努めて

いるかなどについて、関係帳簿・書類の抽出調査、実査及び監査資料に基づく関係職員への

質問等の方法により監査を行った。 

 

第２ 監査対象の概要 

   財政経営部収納推進課の主な業務内容及び職員数（令和８年４月１日現在）は、次のとおり

である。 

【収納推進課】 

収納推進課 

       職員２人 

 

 管理係 

     職員６人 

会計年度任用４人 

（１）市税の収納管理及び督促並びに課が行った税外債権の滞

納整理に伴う収納管理に関すること。 

（２）市税過誤納金の還付及び充当に関すること。 

（３）県民税の払込みに関すること。 

（４）納税思想の普及向上及び納税奨励に関すること。 

（５）口座振替の推進に関すること。 

（６）納付委託に関すること。 

（７）課の庶務に関すること。 

納税推進係 

     職員５人 

 会計年度任用９人 

（１）市税の徴収及び督励に関すること。 

（２）分納誓約の履行管理に関すること。 

（３）市税の滞納処分に関すること。 

（４）交付要求に関すること。 
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税外収納推進係 

     職員４人 

 会計年度任用４人 

（１）税外債権の徴収及び督励に関すること。 

（２）税外債権の滞納処分に関すること。 

（３）債権管理推進本部に関すること。 

特別滞納整理係 

     職員６人 

 会計年度任用２人 

（１）市税の徴収及び督励に関すること。 

（２）市税の滞納処分に関すること。 

（３）三重地方税管理回収機構との連絡に関すること。 

 （職員２４人、会計年度任用職員１９人） 

 

第３ 監査の着眼点 

 １ 想定されるリスクからの着眼点 

事務事業におけるリスクについて、事前調査でのリスク評価や監査対象部局への聞き取り等

により、次のとおり着眼点を設定した。 

（１）リスク評価チェックリストの検証 

 （２）職員のワーク・ライフ・バランスの確保や健康を阻害するリスク 

 （３）現金が適正に管理されないリスク 

 （４）個人情報が適正に管理されないリスク 

 （５）税収入が未済となるリスク 

 （６）税等に係る滞納処分が適正になされないリスク 

 

２ ３Ｅ（経済性、効率性、有効性）・合規性等の視点からの着眼点  

事務事業の合規性や正確性のみならず、経済性、効率性、有効性等の視点から着眼点を設定

した。 

 

第４ 監査結果 

  上記の着眼点に基づき監査を行った結果、次のとおり、内在するリスクや事務の一部に是正

又は改善を要するものなどが見受けられた。今後の事務執行にあたっては、これらに十分留意

するとともに、その措置を講じるよう要望する。 

  なお、措置を講じたときは、遅滞なく報告されたい。 

 

１ 想定されるリスクからの着眼点に着目して行った監査の結果 

（１）リスク評価チェックリストの検証（別表参照） 

リスク評価調査においては、収入事務、情報管理、現金管理等において点数が高く、全

体的にリスクは平均的な評価となった。事前調査の結果、文書管理等において一部事務処

理誤りが見受けられた。 
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 （２）職員のワーク・ライフ・バランスの確保や健康を阻害するリスク 

   ◆ワーク・ライフ・バランスを推進するため、業務の効率化や休暇取得の促進、時間外勤務

の縮減等の職員の働き方の改善がなされているか。 

 

リスク発現への予防策・リスクの発現状況 

年間３６０時間を超える時間外勤務（*）を行った職員は、いなかった。 

年休取得日数は、課全体で平均１６日を超えており、夏期特別休暇もほぼ全員が６

日間全日取得することができており、ワーク・ライフ・バランスの推進に向けた職場

環境づくりが積極的になされている。 

*「四日市市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則」において、１年の時間外勤務の上

限は、原則として３６０時間以内と規定されている。 

 

 （３）現金が適正に管理されないリスク 

   ◆当課は、市民税、固定資産税等に係る現金の収納窓口事務を行っている。毎日、多額の現

金を取り扱うに当たって、紛失、着服、集計ミス等が起きないよう、適正に現金管理を行

っているか。 

 

リスク発現への予防策・リスクの発現状況 

       納税者から収納された現金は、レジスターでこれを集計し、管理しており、集計ミ

スや紛失の発生を防止している。また、一日の間に複数回、複数の職員によって、そ

の現金を数え金額の検算も行っている。 

収納金は、原則、その日のうちに指定金融機関に払い込むこととしている。払込み

は、数時間おきに行っており、多額の現金が長時間、窓口に保管されることがないよ

うにしている。 

       収納があった日のうちに指定金融機関に払込みができなかった現金は、平日の窓口

収納受付時間中は、レジスターで保管し、受付時間外は、会計管理課内にある金庫に

入れて保管している。 

夜間窓口や日曜窓口において収納した現金で会計管理課内の金庫で保管できないも

のは、指定金融機関の夜間金庫に預けている。夜間金庫への預入れは、必ず複数の職

員により行うこととしている。 

  

 （４）個人情報が適正に管理されないリスク 

 ◆税等の徴収債権の適正な管理に当たっては、納税者の所在や収納状況、滞納者の資力に関

する情報を的確に把握することが必要不可欠である。納税者や滞納者の所在や経済状況に

関する情報を収集するため、官庁や金融機関等に調査を実施するため、保有する個人情報

を外部に提供することも多い。納税者や滞納者に係る個人情報には収入に関する情報など

秘匿性の高い情報も含まれている。個人情報の目的外収集・目的外使用や漏えいなど個人

情報保護に反する取扱いはなされていないか。また、納税者や滞納者に係る個人情報を厳

重かつ適切に保管・管理されているか。 
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リスク発現への予防策・リスクの発現状況 

       税の収納状況に関する情報や滞納者に関する情報へのアクセス権限を、情報システ

ム上、当課の職員のみに制限している。個人情報の目的外の閲覧や改ざん等を防ぐた

め、同システムの操作履歴を同システム内に記録している。 

       納税者や滞納者の住所や財産状況に関する情報を収集するに当たっては、外部に個

人情報を提供することにより新たな個人情報を取得することになるため、次に掲げる

事項について、複数の職員による厳重なチェックを行っている。 

ア 調査先すなわち情報の提供先が誤っていないか 

イ 提供する情報は調査に必要かつ十分なものか 

ウ 取得した情報は調査対象者のものに間違いないか 

職員研修の実施により、職員一人一人の個人情報保護に対する意識や知識の向上に

向けた取り組みを行っている。 

  

（５）税収入が未済となるリスク 

 ◆当課では、市民税、固定資産税等の収納業務を行っている。これらの市税が納付期限まで

に納付されず、未収となっていないか。 

 

リスク発現への予防策・リスクの発現状況 

       令和７年度の市税の収納率（課税した市税のうち、納付された市税の割合をいう。）

は、９８．５９％で過去最高値であった。また、納期内納付率（納付期限内に納付さ

れた市税の賦課件数に対する割合をいう。）は、８９．８４％であった。 

       納付期限内に納付されない滞納を未然に防止するために、口座振替やｅＬ－ＴＡＸ

などの多様な納付手段を用意した上で、これらの納付手段や納税に関する情報を、市

ＳＮＳや広報紙への掲載、納税通知を送付する封筒への印刷、幹線道路沿いへの横断

幕の掲示などにより、積極的に広報し、周知に努めている。 

       納付期限を過ぎても納付されない場合には、法令等に基づき、督促を行うとともに、

不正に税金の負担を逃れようとする悪質な納税者に対しては、厳正な財産調査を実施

する一方で、その他の納税者に対しては、資産や収支の状況などを把握した上で担税

力に応じた納付計画を策定するなど、適正で公平な滞納整理を行っている。 

 

（６）税等に係る滞納処分が適正になされないリスク 

 ◆当課では市税及び移管を受けた税外債権に係る滞納処分を行っている。滞納処分は公平公

正に行われているか。 

 

リスク発現への予防策・リスクの発現状況 

       地方税法等の法令や当課の内部基準として定められたルールに従い、督促、催告、

財産調査などの滞納債権の整理に係る事務を組織的に執行しており、職員の恣意性を

排除した公平で、かつ、公正な滞納処分の執行を実現している。 
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２ ３Ｅ（経済性、効率性、有効性）等の視点からの着眼点に着目して行った監査結果 

意 見 

     ① 内部事務管理について【合規性の視点】 

内部事務の基本的な部分において、いくつかの事務処理誤りが見受けられた。その

要因は、職員の知識不足や単純なミスといった処理上の問題にとどまらず、所属内で

の確認・牽制体制が十分に機能していないことにある。 

所属長は、定められたルールに基づく事務執行の意識を職員に定着させるととも

に、発生し得るリスクを認識させ、内部事務管理の徹底を図ること。また、日常的な

確認事項を定型化するなど、適正な事務処理とその確認が確実に行える体制の整備に

取り組むこと。加えて、所属長は決裁権者や出納員としての自らの責任をあらためて

認識し、適正に決裁を行うこと。 

     ② 市税の納期内納付率及び収納率の指標分析について【有効性の視点】 

当課の主要な事務事業の効果を測る指標として、市税の納期内納付率と収納率を挙

げ、毎年度これらの数値を算出している。算出された数値を分析して、事務事業の改

善に役立てること。 

     ③ 振替納税による納付の推進について【有効性の視点】 

市税を納期内に最も確実に納付してもらえる手段は、口座引落しによる振替納税の

方法である。納付率の更なる向上により税負担の公平性を確保するため、振替納税に

よる納付勧奨を継続して行うこと。 

また、振替納税の申込手続には現在、口座振替書の提出が必要であるが、これをデ

ジタル化することにより、納付手続の効率化を実現できないか研究すること。 

④ 滞納整理事務の充実について【有効性の視点】 

ア 滞納整理事務を処理するに当たっては、地方税や民法などの法律に関する知識や

滞納者との交渉スキルなど、専門的で、その取得に長年の職務経験を要する知識や

技術が必要である。過去に市税や保険料等の滞納整理事務に従事したことがある職

員や三重地方税管理回収機構に派遣された職員など滞納整理事務に精通した職員の

配置を継続して人事当局に要望し、当課の滞納整理能力の更なる強化に努めるこ

と。また、税外債権の滞納整理事務を所掌する所属に対する支援も継続して行うこ

とにより、当該所属をはじめ市全体の滞納整理能力の維持向上を図ること。 

イ 処理困難な滞納債権については、これまでの年間移管件数にとらわれずに、積極

的に三重地方税管理回収機構に当該債権を移管し、滞納債権の累積化・長期化を防

ぐこと。 

ウ 滞納整理相談において取得した滞納者の生活困窮に係る情報は、適正な手続を経

た上で福祉部門と共有し、滞納者の自立に向けた生活支援につなげること。 

⑤ 債権管理推進本部会議の充実について【有効性の視点】 

市税、保険料、使用料等の収入債権の適切な回収を確保することを目的に、当該債

権を所管する部局長などが出席する債権管理推進本部会議を開催している。令和７年

度は、２回開催された会議のうち、１回を書類の持ち回りによる会議とした。会議

は、出席者の対面による意見交換の場とするなど、同会議の充実を図ること。 
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事前調査
　R8.4.10～R8.4.17

財

政

課

行

財

政

改

革

課

資

産

マ

ネ

ジ

メ

ン

ト

課

市

民

税

課

資

産

税

課

収

納

推

進

課

リスクの発生可能性の程度 リスク発生時の被害又は影響の程度
評価指標 評価指標

(1)

所属の
主要な
事務事
業

ア

許認可、不利益処分に係る事務を行っている
か。
（許可、認可、給付費支給決定、使用料等の減
免決定、税等の賦課決定、許可の取消し、免許
の効力の停止等）

許認可等の事務が適切に行われ
ないリスク

０　許認可等の事務なし
１　所属の主要な業務ではないが許認可
　　等の事務あり
２　許認可等の事務が主要な業務

0 0 2 4 4 4

イ 内部統制を業務に組み入れ、遂行しているか。
内部統制事務が適切に行われな
いリスク

１　内部統制は、基本的に自所属のみで
　　行う
２　部内における内部統制に関わる業務
　　を行っている
３　全庁的な内部統制に関わる業務を行
　　っている

6 6 6 4 2 2

(2) 収入事
務

ア

地方税、分担金、使用料、手数料等を徴収する
業務を行っているか。
（施設等使用料、保育料、市営住宅賃料、手数
料等）

法令等に基づいた金額を徴収し
ていないリスク
減免の制度又は運用が適切でな
いリスク
収入未済となるリスク
収入未済が適正に処理されない
リスク

０　なし、又は、たまに手数料等の徴収
　　あり
１　所属の主要な業務ではないが、定期
　　的に行っている
２　主要な業務として毎月行っている

徴収額
１　１０００万円未満
２　１０００万円以上１億円未満
３　１億円以上

0 0 2 2 0 6

イ 滞納債権があるか。
滞納債権の適正な管理がされな
いリスク

０　滞納債権なし
１　滞納債権１０件未満
２　滞納債権１０件以上

滞納債権の総額
１　１００万円未満
２　１００万円以上

0 0 1 0 0 4

(3) 現金等
管理

ア 現金や金券（切手・収入印紙・駐車券等）の取
扱いがあるか。

現金・金券の紛失、数え間違
い、処理遅れ、着服等のリスク

０　扱っていない
１　週に１回未満
２　週に１回以上

１か月の現金・金券の取扱平均額
１　１０万円未満
２　１０万円以上

0 0 1 4 1 4

(4) 支出事
務

ア
歳出予算（給料、職員手当等及び共済費並びに
会計年度任用職員の任用にかかる報酬及び旅費
を除く）の執行を行っているか。

不適切な金額での支出、支出相
手方の誤り、支払遅延など支出
が適正に行われないリスク

執行件数（１件当たり１００万円以上の
もの（契約書の作成が必要なもの））
１　１０件未満
２　１０件以上

所属の支出総額（給料、職員手当
等及び共済費並びに会計年度任用
職員の任用にかかる報酬及び旅費
を除く）
１　３０００万円未満
２　３０００万円以上１億円未満
３　１億円以上

3 1 6 3 6 6

イ 負担金、補助金又は交付金を支出しているか。
（負担金は研修負担金を除く。）

補助金等が不適正に支出され、
又は目的外に使用されるリスク

０　補助金等の予算なし
１　補助金等の予算１０００万円未満、
　　かつ、運営費に対する補助金なし
２　補助金等の予算１０００万円以上、
　　又は、運営費に対する補助金あり

１　財源が国県費のみ
２　財源が市費のみ、又は市費と
　　国県費

2 0 0 4 2 1

ウ 扶助費を支出しているか。
扶助費が不適正に支出され、又
は目的外に使用されるリスク

０　扶助費　予算なし
２　扶助費　予算あり

扶助費の支出総額
１　３０００万円未満
２　３０００万円以上１億円未満
３　１億円以上

0 0 0 0 0 0

(5) 契約事
務

ア 事業者と工事請負などの契約を締結している
か。

事業者選定、金額決定等が適切
に行われないリスク

工事請負費、原課契約工事に係る契約の
件数
０　なし
１　１０件未満
２　１０件以上

工事請負費、修繕料に係る予算の
合計額
１　１０００万円未満
２　１０００万円以上１億円未満
３　１億円以上

0 0 6 0 0 0

イ
事業者と業務委託の契約を締結しているか。
（施設管理業務委託、事業運営業務委託など）

事業者選定、金額決定、委託業
務の管理や評価が適切に行われ
ないリスク

委託件数
０　なし
１　５件未満
２　５件以上

１　事務事業の一部であり軽易な
　　部分のみを委託
２　事務事業の主要な部分を委託

0 1 4 4 4 1

ウ
単独随意契約の方法により工事請負若しくは修
繕又は業務委託の契約を締結しているか。（エ
に該当する契約を除く。）

事業者選定、金額決定等が適切
に行われないリスク

単独随意契約による工事請負若しくは修
繕又は業務委託の契約の件数
０　なし
１　１０件未満
２　１０件以上

単独随意契約による工事請負若し
くは修繕又は業務委託の契約にお
ける契約金額の合計
１　１００万円未満
２　１００万円以上

0 2 2 1 2 2

エ 指定管理者制度を導入しているか。
事業者選定、金額決定、委託業
務の管理や評価が適切に行われ
ないリスク

指定管理者制度により管理している公の
施設
０　なし
２　あり

0 0 4 0 0 0

オ

プロポーザルによる契約（企画提案型のものを
含む。）又は特定の地域活動組織との継続的な
契約（「プロポーザル等による契約」とい
う。）を締結しているか。

事業者選定、金額決定等が適切
に行われないリスク
委託事業の仕様が不明確なもの
になり事業目的が達成されない
リスク

０　なし
２　あり

プロポーザル等による契約におけ
る契約金額の合計
１　１００万円未満
２　１００万円以上

0 0 2 0 0 0

(6) 財産管
理

ア 公有財産（土地・建物・工作物）を所管してい
るか。

土地、建物、工作物が安全に使
用できないリスク
保有コストに見合う効果がない
リスク
有効活用（又は、市民に有効利
用）されないリスク

０　なし
２　あり 0 0 4 0 0 0

イ 土地又は建物の貸付けを行っているか。

多額の損失発生のリスク
不適正な貸付料となっているリ
スク
資産が不適正又は目的外に使用
されるリスク

０　なし
２　あり 0 0 4 0 0 0

ウ 備品を保有しているか。
備品の管理が適切に行われない
リスク

０　なし
１　あり（重要物品なし、かつ、他の
　　施設に設置していない、かつ、公
　　印を保有していない）
２　あり（重要物品あり、又は、他の
　　施設に設置している、又は、公印
　　を保有している）

4 4 4 4 4 4

(7) 基金 ア 基金を所管しているか。

設置目的に合致した活用がなさ
れないリスク
適切な運用又は運用益の処理が
なされないリスク

０　なし
２　あり 4 0 4 0 0 0

(8) 情報管
理

ア 個人情報を扱っているか。
個人情報の漏えいや目的外使
用、データの改ざん、滅失等の
リスク

１　個人情報の取り扱い件数が、概ね
　　１００件未満である
２　個人情報の取り扱い件数が、概ね
　　１００件以上である
３　個人情報の取り扱い件数が概ね
　　１００件以上で、外部事業者と
　　データのやり取りがある

2 2 2 6 6 6

(9)
組織・
人員

ア
監査年度を含む過去２年以内に、組織変更、所
管替え等があったか。

分掌事務が十分に行われないリ
スク

０　なし
１　部局の変更（所管業務は変更なし）
２　主要業務の所管替えや組織変更に
　　伴う所管業務の再編成あり

0 4 2 0 0 0

イ 在籍年数の短い職員が多いか。

所属において業務に必要なスキ
ル（知識、経験）が継承され
ず、業務の処理誤りや、不正行
為の見落としが発生するリスク

１　３年以上在籍する職員の数が所属
　　の全職員数の５０％以上
２　３年以上在籍する職員の数が所属
　　の全職員数の５０％未満

4 4 2 2 4 4

ウ 時間外勤務を多く行っているか。

時間外勤務により、職員のワー
ク・ライフ・バランスの確保や
健康を阻害するリスク
業務量に対し職員数が不足する
ことにより、業務が停滞するリ
スク
特定の職員に時間外勤務が偏る
ことにより、業務が停滞するリ
スク

０　年間時間外勤務３６０時間以上の
　　職員なし
２　年間時間外勤務３６０時間以上の
　　職員あり
３　厚生労働省が定める過労死の労災
　　認定基準（※）を上回る時間外勤
　　務を行っている職員あり

6 0 4 6 6 0

(10) その他 ア 毒物・劇物・危険物等の取り扱いはあるか。
毒物・劇物・危険物等が適切に
管理されないリスク

０　毒物・劇物・危険物等を保管して
　　いない
２　毒物・劇物・危険物等を保管して
　　いる

0 0 4 0 0 0

合計点 31 24 66 44 41 44

評点

リスク評価チェックリスト 財政経営部

※出先職場には加算あり
※網掛けの数字は、監査でリスク発現が確認された項目

チェック項目：リスクを内在する事象 想定されるリスク 評点 評点 評点 評点 評点
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